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（単位：千円 単位未満四捨五入）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金 △667 純資産合計 16,280,929

資産合計 20,241,716 負債及び純資産合計 20,241,716

67,553

-

-

-

1,605,775

1,538,223

△591

1,946,098

328,295

12,694

1,291,936

-

1,291,936

-

9,109

258,296

-

15,104

-

1,577,857

271,408

4,002

19,248

19,248

-

20,464

133,285

△88,637

△15,939,278

-

-

31,929

△24,139

21,128,999

12,336 19,901,394

7,268,859 △3,620,465

2,050,884

- -

- 負債合計 3,960,787

-

- -

- 49,174

- 25,904

△84,999 9,870

- -

- -

10,069,583 5,519

△5,147,286 415,920

243,109 330,971

4,292,263 90,382

- -

18,295,618 3,544,868

16,698,514 3,448,967

【様式第１号】

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

9,385,006 -
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（単位：千円 単位未満四捨五入）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

1

2,733

2,733

-

4,121,161

-

450,938

617,224

489

243,870

73,346

170,524

4,123,894

1

-

0

-

667,960

146,207

1,758,846

927,130

187,591

644,125

-

66,860

30,423

886

35,550

1,736,611

-

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成２９年４月　１日

至　平成３０年３月３１日

科目 金額

4,367,764

2,631,153

805,447

610,065

49,174
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（単位：千円 単位未満四捨五入）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 19,760,871 △3,669,070

純行政コスト（△） △4,121,161

財源 4,018,217

税収等 3,394,089

国県等補助金 624,129

本年度差額 △102,944

固定資産等の変動（内部変動） △151,550 151,550

有形固定資産等の増加 405,677 △405,677

有形固定資産等の減少 △644,175 644,175

貸付金・基金等の増加 388,746 △388,746

貸付金・基金等の減少 △301,799 301,799

資産評価差額 72

無償所管換等 292,000

その他 0 -

本年度純資産変動額 140,522 48,606

本年度末純資産残高 19,901,394 △3,620,465

292,000

0

189,128

16,280,929

72

16,091,801

△4,121,161

4,018,217

3,394,089

624,129

△102,944

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　　平成２９年４月　１日

至　　平成３０年３月３１日

科目 合計
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（単位：千円 単位未満四捨五入）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

本年度末資金残高 296,873

32,215

△792

31,422

328,295

-

37,275

本年度資金収支額 10,335

前年度末資金残高 286,538

403,500

120,565

290,725

11,000

2,783

10,000

△359,351

366,225

356,541

9,684

403,500

435,073

-

-

-

332,411

794,423

405,677

377,746

-

11,000

-

-

35,550

1,736,611

667,960

450,938

617,224

489

4,052,739

3,380,652

503,564

72,926

95,598

30,423

【様式第４号】

資金収支計算書
自　　平成２９年４月　１日

至　　平成３０年３月３１日

科目 金額

3,720,328

1,983,717

803,022

1,114,721
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①
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建
物

　
　

土
地
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ン

フ
ラ

資
産

　
　

建
設

仮
勘

定

　
　

そ
の

他

本
年

度
末

残
高

（
A

)＋
（
B

)-
（
C

)
（
D

）

　
　

航
空

機

　
　

浮
標

等

　
　

船
舶

　
　

工
作

物

　
　

建
物

本
年

度
末

減
価

償
却

累
計

額
（
E
)

　
　

立
木

竹

　
  

土
地

【
様

式
第

５
号

】

附
属

明
細

書
１

．
貸

借
対

照
表

の
内

容
に

関
す

る
明

細

　
※

下
記

以
外

の
資

産
及

び
負

債
の

う
ち

、
そ

の
額

が
資

産
総

額
の

1
0
0
分

の
5
を

超
え
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科

目
に

つ
い

て
も

作
成

す
る

。

（
１
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資
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目
の

明
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本
年

度
償

却
額
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)

差
引

本
年

度
末

残
高

（
D

)－
（
E
)

（
G

)
 事

業
用

資
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分
前

年
度

末
残

高
（
A

）
本

年
度

増
加

額
（
B

）
本

年
度

減
少

額
（
C

）
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,9

2
4

7
4
2
,2

9
6

－
－

7
4
2
,2

9
6

-
－

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A

)
資

産
（
B

)
負

債
（
C

)

純
資

産
額

（
B

）
－

（
C

)
（
D

)
資

本
金

（
E
)

出
資

割
合

（
％

）
（
A

）
/
（
E
)

（
F
)

実
質

価
額

（
D

)×
（
F
)

（
G

)
強

制
評

価
減

（
H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（
Ｉ）

（
参

考
）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

岐
阜

県
名

産
販

売
株

式
会

社
株

券
1
,0

0
0

2
5
3
,0

4
3

2
4
,2

2
8

2
2
8
,8

1
4

2
4
7
,5

0
0

0
.4

0
%

9
2
5

-
1
,0

0
0

1
,0

0
0

株
式

会
社

岐
阜

放
送

株
券

1
,1

7
0

3
,3

0
4
,6

5
9

5
6
3
,0

1
8

2
,7

4
1
,6

4
1

3
,0

0
0
,0

0
0

0
.0

4
%

1
,0

6
9

-
1
,1

7
0

1
,1

7
0

株
式

会
社

岐
阜

フ
ッ

ト
ボ

ー
ル

ク
ラ

ブ
株

券
1
,0

0
0

3
1
7
,8

2
1

1
5
2
,0

3
5

1
6
5
,7

8
6

5
3
6
,5

0
0

0
.1

9
%

3
0
9

8
3
5

1
6
5

1
,0

0
0

株
式

会
社

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

セ
ン

タ
ー

株
券

5
0
0

4
5
,6

7
5
,6

3
2

1
2
,1

0
1
,8

8
7

3
3
,5

7
3
,7

4
5

2
9
3
,0

8
0

0
.1

7
%

5
7
,2

7
7

-
5
0
0

5
0
0

岐
阜

県
信

用
保

証
協

会
出

損
金

3
,8

0
6

3
5
6
,3

8
6
,0

8
5

3
1
5
,2

8
2
,5

5
4

4
1
,1

0
3
,5

3
1

－
0
.1

0
%

3
9
,5

6
2

-
3
,8

0
6

3
,7

9
7

公
益

社
団

法
人

岐
阜

県
森

林
公

社
出

資
金

1
0

6
0
,2

8
8
,1

1
3

3
9
,7

2
7
,1

9
2

2
0
,5

6
0
,9

2
1

－
0
.1

8
%

3
7
,5

2
0

-
1
0

1
0

一
般

社
団

法
人

岐
阜

県
畜

産
協

会
寄

託
金

1
2
0

1
,5

6
4
,1

6
3

7
7
,8

8
1

1
,4

8
6
,2

8
2

－
0
.1

0
%

1
,4

8
7

-
1
2
0

1
2
0

一
般

財
団

法
人

岐
阜

県
公

衆
衛

生
検

査
セ

ン
タ

ー
出

損
金

3
7

1
,7

4
3
,2

0
0

2
6
1
,9

3
4

1
,4

8
1
,2

6
6

－
0
.1

2
%

1
,8

2
7

-
3
7

3
7

一
般

社
団

法
人

岐
阜

県
野

菜
価

格
安

定
基

金
協

会
出

資
金

1
0
0

2
0
2
,6

6
8

2
0
1
,3

8
0

1
,2

8
8

－
0
.0

9
%

1
9
9

1
1
0
0

公
益

財
団

法
人

岐
阜

県
浄

水
事

業
公

社
出

損
金

8
9
0

3
7
8
,3

4
5

3
3
8
,3

4
5

4
0
,0

0
0

－
2
.2

3
%

8
9
0

-
8
9
0

8
9
0

公
益

財
団

法
人

岐
阜

県
教

育
文

化
財

団
出

損
金

1
2
9

2
1
6
,0

4
6

8
5
,4

0
5

1
3
0
,6

4
1

－
0
.1

4
%

1
8
2

-
1
2
9

1
2
9

一
般

財
団

法
人

岐
阜

県
市

町
村

行
政

情
報

セ
ン

タ
ー

出
損

金
2
1
4

7
,5

1
6
,7

6
3

1
,7

4
0
,8

0
8

5
,7

7
5
,9

5
5

－
0
.2

8
%

1
6
,1

6
4

-
2
1
4

2
1
4

可
茂

森
林

組
合

出
資

金
3
,0

0
2

4
1
0
,3

0
7

6
1
,1

1
2

3
4
9
,1

9
5

－
7
.4

9
%

2
6
,1

4
9

-
3
,0

0
2

3
,0

0
2

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

出
資

金
9
0
0

2
4
,7

5
5
,8

2
9
,0

0
0

2
4
,4

8
8
,4

0
1
,0

0
0

2
6
7
,4

2
8
,0

0
0

－
0
.0

1
%

1
4
,4

9
7

-
9
0
0

9
0
0

合
計

1
2
,8

7
8

－
－

－
－

－
－

9
3
4

1
1
,9

4
4

1
2
,8

6
9
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

財
政

調
整

基
金

1
,5

38
,2

2
3

-
-

-
1
,5

38
,2

2
3

1
,5

38
,2

2
3

減
債

基
金

67
,5

5
3

-
-

-
67

,5
5
3

67
,5

5
3

福
祉

振
興

基
金

88
6

-
-

-
88

6
88

6

い
き

が
い

基
金

17
5
,3

7
1

-
-

-
17

5
,3

7
1

17
5
,3

7
1

環
境

整
備

基
金

32
7
,9

1
1

-
-

-
32

7
,9

1
1

32
7
,9

1
1

ふ
る

さ
と

農
村

活
性

化
対

策
基

金
7
,0

0
0

-
-

-
7
,0

0
0

7
,0

0
0

ま
ち

づ
く
り

基
金

41
1
,8

5
4

-
-

-
41

1
,8

5
4

41
1
,8

5
4

山
川

橋
整

備
基

金
91

,6
2
8

-
-

-
91

,6
2
8

91
,6

2
8

土
地

開
発

基
金

17
4
,7

8
0

-
-

-
17

4
,7

8
0

17
4
,7

8
0

ス
ポ

ー
ツ

振
興

基
金

9
,7

9
4

-
-

-
9
,7

9
4

9
,7

9
4

子
ど

も
育

成
基

金
12

,2
1
1

-
-

-
12

,2
1
1

12
,2

1
1

企
業

立
地

促
進

奨
励

金
準

備
基

金
15

,4
8
0

-
-

-
15

,4
8
0

15
,4

8
0

小
学

校
建

設
基

金
64

,7
2
1

-
-

-
64

,7
2
1

64
,7

2
1

収
入

印
紙

等
購

買
基

金
2
7

-
-

27
3

30
0

30
0

合
計

2
,8

97
,4

3
8

-
-

27
3

2
,8

97
,7

1
1

2
,8

97
,7

1
1

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額
種

類
現

金
預

金
有

価
証

券
土

地
そ

の
他

合
計

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)

5-7



該
当

な
し

⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
　

　
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

地
方

公
営

事
業

一
部

事
務

組
合

・
広

域
連

合

地
方

独
立

行
政

法
人

地
方

三
公

社

第
三

セ
ク

タ
ー

等

そ
の

他
の

貸
付

金

合
計

0
0

0
0

0

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
（
参

考
）

貸
付

金
計

5-8



⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
相

手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
貸

付
金

】
【
貸

付
金

】

第
三

セ
ク

タ
ー

等
第

三
セ

ク
タ

ー
等

そ
の

他
の

貸
付

金
そ

の
他

の
貸

付
金

小
計

-
-

小
計

-
-

【
未

収
金

】
【
未

収
金

】

税
等

未
収

金
税

等
未

収
金

　
　

町
税

1
3,

0
39

5
88

　
　

町
税

1
1,

2
71

5
0
8

　
　

分
担

金
及

び
負

担
金

1
3

3
　

　
分

担
金

及
び

負
担

金
5
84

1
5
9

そ
の

他
の

未
収

金
そ

の
他

の
未

収
金

　
　

使
用

料
及

び
手

数
料

1
,3

64
-

　
　

使
用

料
及

び
手

数
料

8
-

　
　

諸
収

入
6
88

-
　

　
諸

収
入

8
32

-

小
計

1
5,

1
04

5
91

小
計

1
2,

6
94

6
6
7

合
計

1
5,

1
04

5
91

合
計

1
2,

6
94

6
6
7

5-9



（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】

　
　

一
般

公
共

事
業

3
4
3,

1
3
6

4
7
,1

0
1

1
7
4,

8
7
4

1
1
2,

8
3
2

-
-

-
-

-
5
5
,4

3
0

　
　

公
営

住
宅

建
設

5
6
7,

2
3
8

5
8
,0

6
3

5
5
6,

7
9
7

-
-

1
0
,4

4
2

-
-

-
-

　
　

災
害

復
旧

8
5
,1

5
1

7
,0

2
8

1
,6

5
1

7
9
,5

0
0

-
-

-
-

-
4
,0

0
0

　
　

教
育

・
福

祉
施

設
2
3
1,

2
3
6

2
6
,1

3
5

2
3
1,

2
3
6

-
-

-
-

-
-

-

　
　

一
般

単
独

事
業

2
1
0

2
1
0

-
-

-
-

-
-

-
2
1
0

　
　

そ
の

他
1
1
9,

1
9
2

9
,5

8
9

1
1
9,

1
9
2

-
-

-
-

-
-

-

【
特

別
分

】

　
　

臨
時

財
政

対
策

債
2
,3

8
6,

2
9
0

1
7
0,

2
6
9

2
,2

3
3,

2
2
1

1
5
3,

0
6
9

-
-

-
-

-
-

　
　

減
税

補
て

ん
債

4
7
,4

8
5

1
2
,5

7
6

4
7
,4

8
5

-
-

-
-

-
-

-

　
　

退
職

手
当

債
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
　

そ
の

他
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

合
計

3
,7

7
9,

9
3
8

3
3
0,

9
7
1

3
,3

6
4,

4
5
6

3
4
5,

4
0
1

-
1
0
,4

4
2

-
-

-
5
9
,6

4
0

市
場

公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方

債
残
高

政
府

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

市
中

銀
行

そ
の

他
の

金
融

機
関

5-10



②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

（単
位

：千
円

）

3
,7

79
,9

3
8

3
,2

59
,3

6
6

52
0
,5

7
2

-
-

-
-

-
0
.7

3%

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（単
位

：千
円

）

3
,7

79
,9

3
8

33
0
,9

7
1

34
3
,1

2
4

34
4
,4

8
5

35
6
,7

0
8

32
6
,0

1
1

1
,2

46
,6

8
1

63
2
,2

0
8

19
9
,7

5
0

-

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
（単

位
：円

）

－

地
方

債
残

高
１

年
以

内
１

年
超

２
年

以
内

２
年

超
３

年
以

内
３

年
超

４
年

以
内

４
年

超
５

年
以

内

地
方

債
残

高
1
.5

％
以

下
1
.5

％
超

2
.0

％
以

下
2
.0

％
超

2
.5

％
以

下
2
.5

％
超

3
.0

％
以

下
3
.0

％
超

3
.5

％
以

下

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

3
.5

％
超

4
.0

％
以

下
4
.0

％
超

（参
考

）
加

重
平

均
利

率

５
年

超
10

年
以

内
10

年
超

15
年

以
内

15
年

超
20

年
以

内
20

年
超
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⑤
引

当
金

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
9
8
7

8
8
6

6
1
5

-
1
,2

5
8

退
職

手
当

引
当

金
1
6
4
,8

9
1

-
-

7
4
,5

0
9

9
0
,3

8
2

賞
与

等
引

当
金

4
6
,7

5
0

4
9
,1

7
4

4
6
,7

5
0

-
4
9
,1

7
4

合
計

2
1
2
,6

2
8

5
0
,0

6
1

4
7
,3

6
5

7
4
,5

0
9

1
4
0
,8

1
4

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

名
称

緊
急

改
築

事
業

工
事

補
助

金
1
3
,0

4
3

県
営

事
業

負
担

金
7
,4

8
3

特
定

農
業

用
管

水
路

特
別

対
策

補
助

金
1
2
,7

1
3

そ
の

他
1
3
,6

7
5

計
4
6
,9

1
3

可
茂

消
防

事
務

組
合

負
担

金
1
5
8
,8

5
8

療
養

給
付

費
負

担
金

1
2
1
,3

7
6

可
茂

衛
生

施
設

利
用

組
合

負
担

金
1
0
0
,5

4
0

そ
の

他
2
4
0
,2

7
3

計
6
2
1
,0

4
7

6
6
7
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注記（一般会計等財務書類） 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

 ② 出資金 

   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

⑶ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物    8 年～50 年 

      工作物  10 年～60 年 

      物品    3 年～15 年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっていま

す。） 

  ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引

及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 
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     ･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑷ 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

    未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴

収不能見込額を計上しています。 

    長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討

し）、徴収不能見込額を計上しています。 

  ② 退職手当引当金 

    退職手当債務から、退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手

当として支給された額の総額を控除した額に、退職手当組合における積立金額の運用益のうち川

辺町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

  ➂ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 
⑸ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑹ 資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（川辺町公金管理方針において、歳計現金等の保

管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みま

す。 

 

⑺ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産とし

て計上しています。 

ソフトウェアについても、物品の取扱いに準じます。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 
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資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 50 万円未満であるときに修繕費として処理

しています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

該当事項はありません。 

 

3 重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

  

4 偶発債務 

  該当事項はありません。 

 

5 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

   一般会計 

② 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

該当事項はありません。 

③ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

④ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

  実質赤字比率      － ％ 

  連結実質赤字比率   － ％ 

  実質公債費比率   10.7 ％ 

   将来負担比率     － ％ 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額   

（単位：千円） 

事業名 金額 

小学校トイレ改修事業 113,309 

合計 113,309 

 

⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

   ア 範囲 

     普通財産 

   イ 内訳 
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事業用資産  708,500 千円（762,489 千円） 

土地   708,500 千円（762,489 千円） 

建物         0 千円（      0 千円） 

      平成 30 年 3 月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。 

      売却可能価額は、路線価及び地区別地目別平均単価を基に評価しています。 

上記の（  ）内の金額は貸借対照表における帳簿価額を記載しています。    

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含

まれることが見込まれる金額       2,975,430 千円 

➂ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりで

す。 

    標準財政規模                     3,006,042 千円 

    元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額    460,290 千円 

    将来負担額                      7,866,140 千円 

    充当可能基金額                    3,300,454 千円 

    特定財源見込額                      322,245 千円 

    地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額     4,990,064 千円 

 

⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における基金を加えた額を計上しています。 

 ② 余剰分（不足分） 

 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑷ 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支    3,484 千円 

② 既存の決算情報との関連性                       

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 5,177,850 千円 4,880,977 千円 

繰越金に伴う差額 △286,538 千円  － 千円 

資金収支計算書 4,891,312 千円 4,880,977 千円 

  ➂ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   資金収支計算書 

業務活動収支           332,411 千円 

投資活動収入の国県等補助金収入 120,565 千円 

投資活動収入のその他の収入      10,000 千円 

未収債権額の増加               3,659 千円 

    減価償却費           △644,125 千円 
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    賞与等引当金の増加        △2,424 千円 

    退職手当引当金の減少        74,509 千円 

    徴収不能引当金の増加         △271 千円 

資産売却益                  2,733 千円 

資産除売却損等                △1 千円 

   純資産変動計算書の本年度差額     △102,944 千円 

④ 一時借入金 

  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

  なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額    300,000 千円 

   一時借入金に係る利子額       － 千円 

⑤ 重要な非資金取引 

    重要な非資金取引は以下のとおりです。 

     有形固定資産の無償取得    292,000 千円 
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